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報告事項１（意見聴取） 
 
 

「慰安婦」に関する補助教材について 
 
 
 標記について、別紙のとおりとし、委員会に意見を求める。 
 
 
  平成 27 年 10 月 28 日 
 
 
＜参 考＞ 
 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 
  （教育委員会の職務権限） 
  第二十一条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事

務で、次に掲げるものを管理し、及び執行する。 
   六 教科書その他の教材の取扱いに関すること。 
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Ⅰ 慰安婦問題に関する近年の主な動き 

 

平成 3(1991)年 ・元慰安婦が日本政府に謝罪と補償を求めて東京地裁に提訴（12月） 

（平成 16(2004)年 11月最高裁判所棄却判決） 

・日本政府が慰安婦問題に関する調査を開始（12月） 

平成 5(1993)年 ・河野官房長官が政府としての調査結果（⇒P.3 参考１）を発表するとと

もに、「お詫びと反省」を表明（河野談話 ⇒P.4 参考２）（8月） 

平成 7(1995)年 ・日本政府は、元慰安婦に対する償いの事業などを行うことを目的に「ア

ジア女性基金」を設立（7月）（⇒P.2） 

平成 19(2007)年 ・政府が、「軍や官憲によるいわゆる強制連行を直接示すような記述も見

当たらなかった」とする答弁書を閣議決定（3月）（⇒P.4 参考３） 

・インドネシアの「償い事業」の終了に伴い、「アジア女性基金」解散 

（3月）（⇒P.2） 

平成 26(2014)年 ・朝日新聞が吉田証言を虚偽と認め、昭和 55(1980)年以降の吉田清治氏

の証言に基づく記事計 18本を取り消し（8月・12月） 

・河野談話や教科書の慰安婦記述の見直しに係る安倍首相答弁（10月） 

（⇒P.5 参考４） 

平成 27(2015)年 ・安倍内閣総理大臣談話（終戦 70年）発表（8月）（ ⇒P.6参考５） 

・内閣総理大臣談話を踏まえた慰安婦問題に対する日本政府の考えを 

公表（9月）（⇒P.2） 

 

 

Ⅱ 吉田清治氏に関する記事の掲載とその取り消しについて 

昭和 50年代半ばから平成の初めにかけて、吉田清治氏が韓国・済州島で戦時中、女性を慰安

婦にするため暴力を使って無理やり連れ出したと著書や集会で行った証言（いわゆる吉田証言）

が、新聞に記事として取り上げられた。 

朝日新聞は、平成 26(2014)年 8月 5日付けの検証紙面において、「吉田氏が済州島で慰安婦を

強制連行したとする証言は虚偽だと判断し、記事を取り消します。当時、虚偽の証言を見抜け

ませんでした。済州島を再取材しましたが、証言を裏付ける話は得られませんでした。研究者

への取材でも証言の核心部分についての矛盾がいくつも明らかになりました。」とし、掲載した

吉田氏関連の記事 16本を取り消した。 

その後、朝日新聞は、第三者委員会からの報告を受けて、平成 26(2014)年 12月 23日付けの

紙面において、「今回新たに取り消しや一部取り消しとする記事２本」と報じ、合計 18 本の記

事を取り消した。  
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Ⅲ 慰安婦問題に対する日本政府の考え 

 

１ 日本政府としては、慰安婦問題が多数の女性の名誉と尊厳を傷つけた問題であると認識して

います。政府は、これまで官房長官談話や総理の手紙の発出等で、慰安婦として数多の苦痛を

経験され、心身にわたり癒しがたい傷を負われたすべての方々に対し、心からお詫びと反省の

気持ちを申し上げてきました。 

 

２ この問題を含めて、先の大戦に係る賠償や財産、請求権の問題は法的に解決済みですが、政

府としては、既に高齢になられた元慰安婦の方々の現実的な救済を図るため、元慰安婦の方々

への医療・福祉支援事業や「償い金」の支給等を行うアジア女性基金の事業に対し、最大限の

協力を行ってきました。 

 

３ アジア女性基金は平成 19年 3月に解散しましたが、日本政府としては、今後ともアジア女性

基金の事業に表れた日本国民及び政府の本問題に対する真摯な気持ちに理解が得られるよう引

き続き努力するとともに、慰安婦問題に関する日本の考え方や取組に対し、国際社会から客観

的な事実関係に基づく正当な評価を得られるよう引き続き努力していきます。 

 

４ 平成 27(2015)年 8月 14日の内閣総理大臣談話においては、戦場の陰には、深く名誉と尊厳を

傷つけられた女性たちがいたことも忘れてはなりませんとした上で、20世紀において、戦時下、

多くの女性たちの尊厳や名誉が傷つけられた過去を胸に刻み続け、21世紀こそ、女性の人権が

傷つけられることのない世紀とするため、世界をリードしていくとの決意が述べられています。 

 

＊アジア女性基金による活動概要 

Ø 慰安婦問題が多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問題であることから、日本政府及び国
民のおわびと反省の気持ちをいかなる形で表すかにつき国民的な議論を尽くした結果、平成

７(1995)年 7月 19日に財団法人「女性のためのアジア平和国民基金」（アジア女性基金）が

設立された。アジア女性基金は、総額約 6億円の国民からの募金を集めたほか、政府も、こ

の問題に対する道義的な責任を果たすという観点から、事業に必要な資金（計約 48億円）

を拠出した。 

Ø アジア女性基金は、政府等が元慰安婦の方々の認定を行っているフィリピン、韓国、台湾で
は、計 285名（フィリピン 211名、韓国 61名、台湾 13名）の元慰安婦の方々に国民の募金

を原資とし日本国民の償いの気持ちを表す「償い金」（一人当たり 200万円）をお届けする

とともに、政府からの拠出金を原資とする医療・福祉支援事業（一人当たり 300万円（韓国・

台湾）、120 万円（フィリピン））の支給等を実施（一人当たり計 500 万円（韓国・台湾）、

320万円（フィリピン））。その際、日本政府を代表し、この問題に改めて心からおわびと反

省の気持ちを表す内閣総理大臣の手紙が元慰安婦の方々に届けられた。 

Ø 元慰安婦の方々の認定が行われていないオランダでは、「オランダ事業実施委員会」が実施
する慰安婦問題に関する方々の生活改善支援事業に対し、3年間で総額約 2億 5,500万円を

拠出、計 79名の方に支援を実施。 

Ø 元慰安婦の特定が困難であるとするインドネシアでは、同国政府の行う高齢者社会福祉事業
に対して、平成９(1997)年から 10年間で総額 3億 8千万円規模の支援を行うことで合意、

平成 17(2005)年 1月の時点で 21施設が完成し、約 200名が入寮。 

Ø なお、アジア女性基金はインドネシアの「償い事業」の終了に伴い、平成 19(2007)年 3 月

をもって解散した。 

（外務省ＨＰから 外務省アジア大洋州局地域政策課作成） 
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参考１ いわゆる従軍慰安婦問題について（平成 5(1993）年 8月 4日）（抜粋） 

 

2 ．いわゆる従軍慰安婦問題の実態について 

 上記の資料調査及び関係者からの聞き取りの結果、並びに参考にした各種資料を総合的に分析、

検討した結果、以下の点が明らかになった。 

(1) 慰安所設置の経緯 

各地における慰安所の開設は当時の軍当局の要請によるものであるが、当時の政府部内資料

によれば、旧日本軍占領地内において日本軍人が住民に対し強姦等の不法な行為を行い、その

結果反日感情が醸成されることを防止する必要性があったこと、性病等の病気による兵力低下

を防ぐ必要があったこと、防諜の必要があったことなどが慰安所設置の理由とされている。 

(2) 慰安所が設置された時期 

昭和 7 年にいわゆる上海事変が勃発したころ同地の駐屯部隊のために慰安所が設置された

旨の資料があり、そのころから終戦まで慰安所が存在していたものとみられるが、その規模、

地域的範囲は戦争の拡大とともに広がりをみせた。 

(3) 慰安所が存在していた地域 

今次調査の結果慰安所の存在が確認できた国又は地域は、日本、中国、フィリピン、インド

ネシア、マラヤ（当時）、タイ、ビルマ（当時）、ニューギニア（当時）、香港、マカオ及び仏

領インドシナ（当時）である。 

(4) 慰安婦の総数 

発見された資料には慰安婦の総数を示すものはなく、また、これを推認させるに足りる資料

もないので、慰安婦総数を確定するのは困難である。しかし、上記のように、長期に、かつ、

広範な地域にわたって慰安所が設置され、数多くの慰安婦が存在したものと認められる。 

(5) 慰安婦の出身地 

今次調査の結果慰安婦の出身地として確認できた国又は地域は、日本、朝鮮半島、中国、台

湾、フィリピン、インドネシア及びオランダである。なお、戦地に移送された慰安婦の出身地

としては、朝鮮半島者が多い。 

(6) 慰安所の経営及び管理 

慰安所の多くは民間業者により経営されていたが、一部地域においては、旧日本軍が直接慰

安所を経営したケースもあった。民間業者が経営していた場合においても、旧日本軍がその開

設に許可を与えたり、慰安所の施設を整備したり、慰安所の利用時間、利用料金や利用に際し

ての注意事項などを定めた慰安所規定を作成するなど、旧日本軍は慰安所の設置や管理に直接

関与した。慰安婦の管理については、旧日本軍は、慰安婦や慰安所の衛生管理のために、慰安

所規定を設けて利用者に避妊具使用を義務付けたり、軍医が定期的に慰安婦の性病等の病気の

検査を行う等の措置をとった。慰安婦に対して外出の時間や場所を限定するなどの慰安所規定

を設けて管理していたところもあった。いずれにせよ、慰安婦たちは戦地においては常時軍の

管理下において軍と共に行動させられており、自由もない、痛ましい生活を強いられていたこ

とは明らかである。 

(7) 慰安婦の募集 

慰安婦の募集については、軍当局の要請を受けた経営者の依頼により斡旋業者らがこれに当

たることが多かったが、その場合も戦争の拡大とともにその人員の確保の必要性が高まり、そ

のような状況の下で、業者らが或いは甘言を弄し、或いは畏怖させる等の形で本人たちの意向

に反して集めるケースが数多く、更に、官憲等が直接これに加担する等のケースもみられた。 

(8) 慰安婦の輸送等 

慰安婦の輸送に関しては、業者が慰安婦等の婦女子を船舶等で輸送するに際し、旧日本軍は

彼女らを特別に軍属に準じた扱いにするなどしてその渡航申請に許可を与え、また日本政府は

身分証明書等の発給を行うなどした。また、軍の船舶や車輛によって戦地に運ばれたケースも

少なからずあった他、敗走という混乱した状況下で現地に置き去りにされた事例もあった。  

 （外務省ＨＰから）
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参考２ 慰安婦関係調査結果発表に関する河野内閣官房長官談話(平成 5(1993)年 8月 4日） 

 

いわゆる従軍慰安婦問題については、政府は、一昨年 12月より、調査を進めて来たが、今般

その結果がまとまったので発表することとした。 

今次調査の結果、長期に、かつ広範な地域にわたって慰安所が設置され、数多くの慰安婦が存

在したことが認められた。慰安所は、当時の軍当局の要請により設営されたものであり、慰安所

の設置、管理及び慰安婦の移送については、旧日本軍が直接あるいは間接にこれに関与した。慰

安婦の募集については、軍の要請を受けた業者が主としてこれに当たったが、その場合も、甘言、

強圧による等、本人たちの意思に反して集められた事例が数多くあり、更に、官憲等が直接これ

に加担したこともあったことが明らかになった。また、慰安所における生活は、強制的な状況の

下での痛ましいものであった。 

なお、戦地に移送された慰安婦の出身地については、日本を別とすれば、朝鮮半島が大きな比

重を占めていたが、当時の朝鮮半島は我が国の統治下にあり、その募集、移送、管理等も、甘言、

強圧による等、総じて本人たちの意思に反して行われた。 

いずれにしても、本件は、当時の軍の関与の下に、多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問

題である。政府は、この機会に、改めて、その出身地のいかんを問わず、いわゆる従軍慰安婦と

して数多の苦痛を経験され、心身にわたり癒しがたい傷を負われたすべての方々に対し心からお

詫びと反省の気持ちを申し上げる。また、そのような気持ちを我が国としてどのように表すかと

いうことについては、有識者のご意見なども徴しつつ、今後とも真剣に検討すべきものと考える。 

われわれはこのような歴史の真実を回避することなく、むしろこれを歴史の教訓として直視し

ていきたい。われわれは、歴史研究、歴史教育を通じて、このような問題を永く記憶にとどめ、

同じ過ちを決して繰り返さないという固い決意を改めて表明する。 

なお、本問題については、本邦において訴訟が提起されており、また、国際的にも関心が寄せ

られており、政府としても、今後とも、民間の研究を含め、十分に関心を払って参りたい。 

 

（外務省ＨＰから） 

 

 

 参考３ 安倍首相の慰安婦問題への認識に関する答弁書(平成 19(2007)年 3月 16日閣議決定） 

（抜粋） 

 

慰安婦問題については、政府において、平成三年十二月から平成五年八月まで関係資料の調査

及び関係者からの聞き取りを行い、これらを全体として判断した結果、同月四日の内閣官房長官

談話（以下「官房長官談話」という。）のとおりとなったものである。また、同日の調査結果の

発表までに政府が発見した資料の中には、軍や官憲によるいわゆる強制連行を直接示すような記

述も見当たらなかったところである。 

                            （外務省ＨＰから） 
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参考４ 慰安婦問題についての安倍首相答弁(平成 26(2014)年 10月 1日 衆議院本会議） 

 

（次世代の党 平沼赳夫議員質問） 

慰安婦問題について御質問いたします。 

慰安婦強制連行説のもととなった吉田清治氏の話は全く根拠のない虚偽であったことは、朝

日新聞が認めました。また、政府の調査によると、強制性を客観的に裏づける証拠がないまま

河野談話が公表されたことが、2月 20日の石原信雄元官房副長官の参考人発言により明らかと

なりました。 

ところが、河野談話はいまだに政府の正式見解として扱われ、慰安婦イコール性奴隷説は是

正されず、在外邦人は、今もいわれなき非難にさらされています。河野談話は、歴史的真実に

基づき、直ちに否定されなければなりません。 

総理に質問します。 

河野談話にかわる新たな官房長官談話を発表しないのでしょうか。また、現在使われている

学校教科書の慰安婦記述の見直しはどうなっているのか、お答えをいただきたいと思います。 

 

（安倍首相答弁） 

河野談話及び教科書の記述についてのお尋ねがありました。 

河野官房長官談話については、既に官房長官も述べているとおり、安倍内閣で見直すことは

現在考えておらず、河野官房長官談話に関して新たな談話を発表することも現在考えておりま

せん。 

また、既に検定に合格した現行の教科書における慰安婦に関する記述の訂正を発行者に求め

ることまでは考えておりませんが、今後の申請図書については、先般改正した新しい検定基準

に基づき、教科用図書検定調査審議会において適切に教科書検定が行われるべきものと考えま

す。 

 

（衆議院ＨＰから） 
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 参考５ 安倍内閣総理大臣談話（終戦 70年）(平成 27(2015)年 8月 14日閣議決定） 

 

終戦七十年を迎えるにあたり、先の大戦への道のり、戦後の歩み、二十世紀という時代を、私

たちは、心静かに振り返り、その歴史の教訓の中から、未来への知恵を学ばなければならないと

考えます。 

百年以上前の世界には、西洋諸国を中心とした国々の広大な植民地が、広がっていました。圧

倒的な技術優位を背景に、植民地支配の波は、十九世紀、アジアにも押し寄せました。その危機

感が、日本にとって、近代化の原動力となったことは、間違いありません。アジアで最初に立憲

政治を打ち立て、独立を守り抜きました。日露戦争は、植民地支配のもとにあった、多くのアジ

アやアフリカの人々を勇気づけました。 

世界を巻き込んだ第一次世界大戦を経て、民族自決の動きが広がり、それまでの植民地化にブ

レーキがかかりました。この戦争は、一千万人もの戦死者を出す、悲惨な戦争でありました。人々

は「平和」を強く願い、国際連盟を創設し、不戦条約を生み出しました。戦争自体を違法化する、

新たな国際社会の潮流が生まれました。 

当初は、日本も足並みを揃えました。しかし、世界恐慌が発生し、欧米諸国が、植民地経済を

巻き込んだ、経済のブロック化を進めると、日本経済は大きな打撃を受けました。その中で日本

は、孤立感を深め、外交的、経済的な行き詰まりを、力の行使によって解決しようと試みました。

国内の政治システムは、その歯止めたりえなかった。こうして、日本は、世界の大勢を見失って

いきました。 

 

満州事変、そして国際連盟からの脱退。日本は、次第に、国際社会が壮絶な犠牲の上に築こう

とした「新しい国際秩序」への「挑戦者」となっていった。進むべき針路を誤り、戦争への道を

進んで行きました。 

そして七十年前。日本は、敗戦しました。 

戦後七十年にあたり、国内外に斃れたすべての人々の命の前に、深く頭を垂れ、痛惜の念を表

すとともに、永劫の、哀悼の誠を捧げます。 

先の大戦では、三百万余の同胞の命が失われました。祖国の行く末を案じ、家族の幸せを願い

ながら、戦陣に散った方々。終戦後、酷寒の、あるいは灼熱の、遠い異郷の地にあって、飢えや

病に苦しみ、亡くなられた方々。広島や長崎での原爆投下、東京をはじめ各都市での爆撃、沖縄

における地上戦などによって、たくさんの市井の人々が、無残にも犠牲となりました。 

戦火を交えた国々でも、将来ある若者たちの命が、数知れず失われました。中国、東南アジア、

太平洋の島々など、戦場となった地域では、戦闘のみならず、食糧難などにより、多くの無辜の

民が苦しみ、犠牲となりました。戦場の陰には、深く名誉と尊厳を傷つけられた女性たちがいた

ことも、忘れてはなりません。 

何の罪もない人々に、計り知れない損害と苦痛を、我が国が与えた事実。歴史とは実に取り返

しのつかない、苛烈なものです。一人ひとりに、それぞれの人生があり、夢があり、愛する家族

があった。この当然の事実をかみしめる時、今なお、言葉を失い、ただただ、断腸の念を禁じ得

ません。 
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  これほどまでの尊い犠牲の上に、現在の平和がある。これが、戦後日本の原点であります。 

二度と戦争の惨禍を繰り返してはならない。 

事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手段としては、もう二

度と用いてはならない。植民地支配から永遠に訣別し、すべての民族の自決の権利が尊重される

世界にしなければならない。 

先の大戦への深い悔悟の念と共に、我が国は、そう誓いました。自由で民主的な国を創り上げ、

法の支配を重んじ、ひたすら不戦の誓いを堅持してまいりました。七十年間に及ぶ平和国家とし

ての歩みに、私たちは、静かな誇りを抱きながら、この不動の方針を、これからも貫いてまいり

ます。 

我が国は、先の大戦における行いについて、繰り返し、痛切な反省と心からのお詫びの気持ち

を表明してきました。その思いを実際の行動で示すため、インドネシア、フィリピンはじめ東南

アジアの国々、台湾、韓国、中国など、隣人であるアジアの人々が歩んできた苦難の歴史を胸に

刻み、戦後一貫して、その平和と繁栄のために力を尽くしてきました。 

こうした歴代内閣の立場は、今後も、揺るぎないものであります。 

ただ、私たちがいかなる努力を尽くそうとも、家族を失った方々の悲しみ、戦禍によって塗炭

の苦しみを味わった人々の辛い記憶は、これからも、決して癒えることはないでしょう。 

ですから、私たちは、心に留めなければなりません。 

戦後、六百万人を超える引揚者が、アジア太平洋の各地から無事帰還でき、日本再建の原動力

となった事実を。中国に置き去りにされた三千人近い日本人の子どもたちが、無事成長し、再び

祖国の土を踏むことができた事実を。米国や英国、オランダ、豪州などの元捕虜の皆さんが、長

年にわたり、日本を訪れ、互いの戦死者のために慰霊を続けてくれている事実を。 

 

戦争の苦痛を嘗め尽くした中国人の皆さんや、日本軍によって耐え難い苦痛を受けた元捕虜の

皆さんが、それほど寛容であるためには、どれほどの心の葛藤があり、いかほどの努力が必要で

あったか。 

そのことに、私たちは、思いを致さなければなりません。 

寛容の心によって、日本は、戦後、国際社会に復帰することができました。戦後七十年のこの

機にあたり、我が国は、和解のために力を尽くしてくださった、すべての国々、すべての方々に、

心からの感謝の気持ちを表したいと思います。 

日本では、戦後生まれの世代が、今や、人口の八割を超えています。あの戦争には何ら関わり

のない、私たちの子や孫、そしてその先の世代の子どもたちに、謝罪を続ける宿命を背負わせて

はなりません。しかし、それでもなお、私たち日本人は、世代を超えて、過去の歴史に真正面か

ら向き合わなければなりません。謙虚な気持ちで、過去を受け継ぎ、未来へと引き渡す責任があ

ります。 

私たちの親、そのまた親の世代が、戦後の焼け野原、貧しさのどん底の中で、命をつなぐこと

ができた。そして、現在の私たちの世代、さらに次の世代へと、未来をつないでいくことができ

る。それは、先人たちのたゆまぬ努力と共に、敵として熾烈に戦った、米国、豪州、欧州諸国を

はじめ、本当にたくさんの国々から、恩讐を越えて、善意と支援の手が差しのべられたおかげ 
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であります。 

そのことを、私たちは、未来へと語り継いでいかなければならない。歴史の教訓を深く胸に刻

み、より良い未来を切り拓いていく、アジア、そして世界の平和と繁栄に力を尽くす。その大き

な責任があります。 

私たちは、自らの行き詰まりを力によって打開しようとした過去を、この胸に刻み続けます。

だからこそ、我が国は、いかなる紛争も、法の支配を尊重し、力の行使ではなく、平和的・外交

的に解決すべきである。この原則を、これからも堅く守り、世界の国々にも働きかけてまいりま

す。唯一の戦争被爆国として、核兵器の不拡散と究極の廃絶を目指し、国際社会でその責任を果

たしてまいります。 

 

私たちは、二十世紀において、戦時下、多くの女性たちの尊厳や名誉が深く傷つけられた過去

を、この胸に刻み続けます。だからこそ、我が国は、そうした女性たちの心に、常に寄り添う国

でありたい。二十一世紀こそ、女性の人権が傷つけられることのない世紀とするため、世界をリ

ードしてまいります。 

 

私たちは、経済のブロック化が紛争の芽を育てた過去を、この胸に刻み続けます。だからこそ、

我が国は、いかなる国の恣意にも左右されない、自由で、公正で、開かれた国際経済システムを

発展させ、途上国支援を強化し、世界の更なる繁栄を牽引してまいります。繁栄こそ、平和の礎

です。暴力の温床ともなる貧困に立ち向かい、世界のあらゆる人々に、医療と教育、自立の機会

を提供するため、一層、力を尽くしてまいります。 

 

私たちは、国際秩序への挑戦者となってしまった過去を、この胸に刻み続けます。だからこそ、

我が国は、自由、民主主義、人権といった基本的価値を揺るぎないものとして堅持し、その価値

を共有する国々と手を携えて、「積極的平和主義」の旗を高く掲げ、世界の平和と繁栄にこれま

で以上に貢献してまいります。 

終戦八十年、九十年、さらには百年に向けて、そのような日本を、国民の皆様と共に創り上げ

ていく。その決意であります。 

 

平成二十七年八月十四日 

内閣総理大臣  安倍 晋三 

 

（首相官邸ＨＰから） 
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